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－ 3 － 
業、②ハイテク製品の開発・生産・販売に従事し、③R&D 投入額が売上高全体の 3%以上を占
























































ンやハイテク技術の実用化を図っている（図 1、図 2）4。 
国家クラスのハイテクパークは、画定された小ブロックの区域であり、投資環境の整備に力
を入れると同時に、外資の導入と地域経済の振興、製品の加工と輸出、ハイテク産業の育成、
などの役割を果たしている（表 1）。2009 年 6 月現在、中国には珠江デルタ 6 カ所、長江デル
タ 7 カ所、西部地域 13 カ所、東北地域 7 カ所、その他地域 21 カ所、合計 54 カ所の国家クラ
スのハイテクパークが設置されている。そのうち、所在都市 GDP 額 20％以上を占めるパーク
は 8 カ所、所在都市工業増加値 30％以上を占めるパークは 17 カ所となっている。いうまでも
なく、中国のハイテクパークが地域経済の発展を力強く支えていると見られる。 
－ 5 － 














































































－ 6 － 
表 1 中国の国家クラスのハイテクパークの基本データ（2001 年～2007 年） 
2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
売上高（億元） 11,928.4 15,326.4 20,938.7 27,466.3 34,415.6 42,317.9 54,925.9 
純利益（億元） 1,285.0 801.1 1,129.2 1,422.8 1,603.2 1,975.7 3,159.3 
輸出額（億ドル） 226.6 329.2 510.2 823.8 1,116.5 1,355.1 1,728.1 
従業員数（万人） 294.3 348.7 395.4 448.4 521.2 540.0 611.1 











中国における大学サイエンスパークの建設は 1980 年代末から検討が始まり、1990 年代に
入ってから具体的にスタートした6。東北大学が 1991 年に東北大学科技園を設立して以来、北
京大学科技園、清華科技園など、全国各地に多数の大学サイエンスパークが相次いで建設され
た。2009 年 6 月現在、全国各地には 69 ヵ所の国家クラスの大学サイエンスパークが展開され
ている。こうしたサイエンスパークの分布を見ると、長江デルタ地域 19 ヵ所、西部地域 14 ヵ
所、環渤海地域 13 ヵ所、中部地域 11 ヵ所、その他 12 ヵ所となっている。また、大学の研究
資源をベースにし、立ち上げた国家クラスの研究拠点では、国家重点実験室 140 カ所（中国全
体の 63%を占めている）、教育国家工程研究センター49 カ所（同 39%）、国家工程技術研究中
















2007 年末、全国のインキュベータ（計 614 カ所）には、ベンチャー企業 44,750 社が展開し、





表 2 中国におけるインキュベータの現状 
 1999 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
インキュベータ （カ所） 110 280 334 386 464 534 548 614 
面積（万㎡） 188.8 509.0 541.2 1,125.4 1,515.1 1,970.0 2,007.9 2,007.9 
入居企業（社） 5,293 12,821 20,993 27,285 33,213 39,491 41,434 44,750 




ている。大学サイエンスパークのインキュベータへの入居企業は、2006 年末に 6,720 社に達し
ており、そのうち、ハイテク企業 1,633 社、大学発ベンチャー企業 1,344 社にのぼり、合計 13.6
万人（前年比 26%増）の雇用を創出している12。インキュベータからの卒業企業は累計 1,794
社（2002 年の 2.5 倍）となり、証券取引市場への上場や大企業へと成長した事例も少なくない13。






















表 3 中国国家級ハイテクパーク上位 10 カ所の経営指標（2007 年） 
ハイテクパーク名 A ハイテク企業数 B 売上高（億元） B/A（億元／１社）輸出額（億 USD） 
中関村科技園区 18,611 9,015.7 0.48 197.1 
上海張江科技園区 827 3,581.2 4.33 83.6 
無錫高新技術産業開発区 608 2,166.7 3.56 159.1 
南京高新技術産業開発区 235 2,112.9 8.99 77.3 
深圳高新技術産業開発区 349 1,930.8 5.53 95.1 
蘇州高新技術産業開発区 631 1,901.1 3.01 259.6 
西安高新技術産業開発区 3,500 1,887.5 0.54 19.3 
広州高新技術産業開発区 1,543 1,628.3 1.06 85.6 
成都高新技術産業開発区 1,253 1,483.7 1.19 22.3 
長春高新技術産業開発区 869 1426.7 1.64 1.6 
（出所）「2007 年国家高新技術産業開発区経済発展状況」より作成。 
 
中国政府は 1985 年に研究開発制度の改革を行い、1986 年には「国家自然科学研究基金」を
設立し、また、技術移転における制度の整備をし始めた。さらに、大学や政府研究機関の研究


























2008 年末、同園区（総面積 232 平方キロ）は、海淀園、徳勝園、健翔園、石景山園などの
10 パークで構成され、50 のインキュベータ、14 の大学サイエンスパークを設けている。約 1
万 8 千社のハイテク企業は園内に立地し、売上高（9015.7 億元）が中国のハイテクパーク全体
の約七分の一、工業増加額（1,600 億元）が北京市 GDP の約 18%を占めている。同園区はソ
フトウエア、集積回路、パソコン、通信などの産業を中心に発展してきた。全国における中関
村科技園区企業の製品のシェアをみると、デスクトップパソコンが約 40％、ノートパソコンが
約 25%、ソフトウエアと集積回路が約 35%となっている。 
－ 10 － 
＜研究開発とイノベーションの創出＞ 
2007 年の企業 R&D 投入総額は 559 億元（前年比 36.3%増）となり、企業 R&D／売上高比
率は 6.2%となった。また、技術改善や実用化試験における投入額の増加を通じて、現地企業が
導入技術の吸収、技術の実用化に力を注ぐことが伺える（表 4）。 
2007 年末、同園区のハイテク企業は国際基準 14 件、国家基準 98 件、業界基準 114 件、特
許 6,100 件を保有し、R&D プロジェクト 4 万件以上を展開している（表 5）。技術移転の件数




ト 500 企業」にランクインした外資系企業 95 社は園内に進出し、約 70 の R&D センターを設
けている。 
 
表 4 中関村科技園区企業の R&D 投入（単位:億元） 
項   目 2006 年 2007 年 項   目 2006 年 2007 年 
410.1 559.7 R&D/売上高比率 6.1% 6.2% 
43 11.7 海外技術導入額 6.7 12.6 
147.9 108.7 国内技術導入額 0.9 2.5 





新製品開発 157.4 208.4 技術吸収投入額 7.1 0.8 
（出所）『北京統計年鑑 2008』より作成。 
 
表 5 中関村科技園区企業の研究開発成果 
項目 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
プロジェクト件数（件） 25,389 28,178 34,159 40,623 
プロジェクト投入額（億元） 113.5 126.2 268.1 342.1 
特許申請件数（件） 5,469 7,203 9,401 12,969 
特許認定件数（件） 2,608 3,477 4,137 6,100 
研究論文発表数（本） 3,947 4,550 5,261 6,827 
（出所）『北京統計年鑑 2008』より作成。 
 
－ 11 － 
近年、大学サイエンスパークは新たな産官学連携のシステムとして注目されている。2007









従業員 300 人以下、売上高 2,000 万元以下の企業に対し、2 年間で 35 万～200 万元の無償援
助および、借入金金利の 20％～40%を補助する）、「留学人員創業服務機構支持資金」、「留学人
員創業支持資金」（それぞれ 100 万元、10 万元以下の創業補助金）、「小企業創業服務楼支持資
金」（起業面積 3,000 ㎡以上の企業に対し、3 年間で賃料補助（0.5 元/㎡/日））、などが挙げら
れる16。 
中関村科技園区石景山園（補論を参照）の事例をみると、2007 年末、石景山園には企業約
700 社が立地しており、また、インキュベータ施設 15 カ所を設け（面積 27 万㎡）、約 500 社














－ 12 － 
(2) 電子産業を特化する産業クラスター（上海張江科技園区） 
＜成長の背景と概要＞ 













野別の企業数を見ると、クリスタルエレメント製造企業 3 社、チップ設計企業約 80 社、フォ
トマスク製造企業及びパッケージ試験企業 14 社、研究開発センター11 カ所、製造装置企業約
30 社であり、集積回路の産業クラスターが形成されている18。同産業の売上高は 2007 年に














－ 13 － 
発と技術の実用化を行っている。2007 年末、同園区には進出した企業が 5,359 社（非ハイテク
企業を含む）、特許申請が合計 9,142 件、集積回路分野の新規申請件数が 1,417 件に達した（表
7）。 
 
表 6 上海張江科技園区内の主要研究開発センター、研究機関（2007 年末） 
国内企業のＲ＆Ｄセンター 外資企業のＲ＆Ｄセンター 大学・研究機関 
夏新 ＧＥ 北京大学ミクロ電子研究院 
聯想 デュポン 清華大学ミクロ電子研究院 
華虹 モトローラ 上海交通大学 
中興通訊 マイクロソフト 中国科技大上海研究中心 
東軟 ソニー 信息安全工程学院 
銀聯 京セラ 西安交通大学上海研究院 




表 7 上海張江科技園区分野別特許・知的所有権の新規申請件数（2007 年） 
項目 集積回路 ソフトウエア バイオ・医薬 
特許申請 1,417 126 487 
うち：  応用特許 43 9 36 
外観設計 22 14 14 
発明特許 1,352 113 437 
著作権申請 24 197 47 
商標申請 52 80 25 
（出所）同園区の資料より作成。 
 
－ 14 － 
表 8 上海張江科技園区の金融・仲介サービス機関の進出状況（2006 年末） 
金融サービス機関（社） 仲介機関（社） その他サービス機関（カ所） 
投資コンサルティング（65） 人事代理（5） 産業協会（7） 
金融機関（13） 財務代理（7） 弁護士事務所（10） 
担保機関（4） 登録代理（6） 知的所有権サービス（4） 
ベンチャー投資（4） 基金申請サービス（10） 薬品臨床サービス（5） 
技術取引機関（5） 展示会サービス（3） 経営コンサル（6） 

















算すると、上海の大学サイエンスパークの平均 1 社当たりの売上高は 450 万元、従業員 1 人当













表 9 北京市と上海市の主要大学サイエンスパークインキュベータの概況（2006 年末） 











北京大学科技園 2,500 1.0 86 951 28 
清華大学科技園 648 19.0 95 663 74 
北京北航科技園 ‐ 10.0 116 2,188 37 
北京理工大学科技園 300 10.5 81 1,068 86 
北京科技大学科技園 1,000 2.8 140 3,110 52 
北
京 
中国農業大学科技園 480 7.2 58 4,800 21 
復旦大学科技園 16,000 21.6 512 7,810 67 
上海交通大学科技園 ― 3.4 132 ― 37 
同済大学科技園 500 4.8 98 1,491 23 
上海大学科技園 900 16.5 463 7,900 48 
華東師範大学科技園 2,000 20.5 178 ― 47 
上
海 




清華科技園は啓迪控股股份有限公司21のコア業務として 1994 年に設立された。中国唯一の A
ランク国家クラスの大学サイエンスパークである。メインパークは清華大学キャンバスに隣接
し、敷地面積は 25 万㎡、計画の敷地面積は 69 万㎡であり、12 の専門エリアで構成されてい
る（写真 1、写真 2）。同パークの発展プロセスは以下の 3 段階として捉えることができる。 
第 1 段階（1993 年～1998 年）は創業期である。1994 年から清華科技園発展中心や R&D プ
ラザ（学研大厦）、同方ビル（清華同方社の本社ビル）、華業ビルを建設し始め、1998 年には計
12 万㎡の起歩区（パイオニアパーク）を完成した。 
－ 16 － 























京）有限公司、NEC 中国研究院などのグローバル企業の R&D 拠点、③清華同方、清華紫光、
展訊、夕正などの国内大手企業とハイテク中小企業、④各種サービス機関、などの 4 分野に分
けることができる。 
同科技園の R&D 投入額は、北京市全体の約 10%、全国の約 1%を占めている（2008 年末）。
現在、園内には 400 社以上のハイテク企業が進出し、そのうち、100 社以上の留学生創業企業、
R&D センターは約 150 ヵ所、海外の上場企業は 20 社に達している。また、技術特許も 1,000
件以上を有し、400 以上の国家科学技術プロジェクトを展開している。このような成果は清華
科技園の創業支援サービスの存在を抜きにしては考えられない。 







同園は 1994 年 8 月から、R&D プラザの 10 階（面積 1000 ㎡）をインキュベータとして使
用し始めた（約 20 社）。2000 年には R&D プラザの 9 階が稼働した。2002 年に設けた留学創
















は清華大学自動化学部 11 名の学生が大学プロジェクトの研究成果をベースにし、1999 年に設
立したソフトウエア企業であり、現在 IBM と提携している。また、2005 年に船舶用ブラック
ボックスを開発した「海蘭信」は、清華大学経済管理学院の OB が創立した企業である。 
同園は 2006 年 9 月にハイテク企業を育成するために「ダイヤモンド計画」をスタートさせ




－ 18 － 
企業）を育成する狙いである。2007 年 4 月には芯技佳易、展迅通信、中文在線、海蘭信、慧
点科技などの 10 社が選出され、ダイヤモンド企業リストに掲載された。また、地場銀行 8 社
と担保会社 1 社がこの計画に参加している。選ばれたダイヤモンド企業に対し、中信銀行、交
通銀行、民生銀行、浦東発展銀行と北京銀行が 5 年以内に 75 億元の支援金を提供し、中関村
科技担保公司は2年以内に 2億元の資金担保を実施するという金融支援策が計画されている23。 









復旦大学国家大学科技園は 2000 年に設立され、2001 年に国家級大学サイエンスパークに認
定された。上海復旦科技園管理股份有限公司は復旦大学国家大学科技園の運営主体として、復

























































政予算以外に、復旦大学、楊浦創業中心、楊浦区政府がそれぞれ出資しており、合計 1.5 億元 
 

















の 1 件当たりの基金支援期間は 2 年であり、支援金額は 30 万元以下である（起業チームの自
己資金が全体の 3 割以上になることは条件である）。復旦大学大学生創業園は起業チームに無
償で 3 ヵ月～1 年間の施設提供、コンサルティング、起業手続きの代理、優遇政策の申請など
をサポートしている。さらに、専門セミナー、講座、イベントの開催を通じて起業チームに創
業知識の学習機会を提供している。こうした努力によって、2007 年 6 月までに、合計 181 の
































ものである。同学院の教員 4 人が 1990 年代から軍需企業の研究課題として、金属接着剤の研
究を行い、1993 年には独立起業した。創業当初、主に金属品の補修剤の生産を行ったが、1996
年以降、ねじや金属件のコーティング剤、ガラスの密封剤の生産を手がけ始めた。2001 年に北
京八大拠工場を稼働し、2003 年には SINCO AMERICA と共同出資で北京連合釱得胶粘剤公
司を設立し、自動車部品の接着剤・粘着剤市場に参入した。その後、電子部品の接着剤（2004
年）、太陽発電設備用接着剤（2005 年）の開発・生産をスタートした（従業員 270 人、売上高
約 1.5 億元）。 
製品は、金属物の補修・コーティング、セラミック、ゴム、ねじなどの工業用接着剤と接着



































同社は高出力インバータの製品へシフトしつつあり、3 年前に 1,800kW の製品しか生産でき
なかったが、現在、6,300kW の製品の生産が可能となった（製品の販売価格は約 700 万元）。
中国勝利油田の掘削装置や湖北冶鋼鉄の工業洗浄機など、同社製品を搭載した事例は高出力イ
ンバータ市場における外資ブランドの独占時代の終焉、ローカルブランドの躍進を表している。
2006 年からはロシアに 4,000kW 高圧インバータを輸出し始め、2007 年にはすでに 40 台を出
荷し、ロシア同市場シェアの約 50%を占めている。ローカルの他社製品と比べ、同社製品は騒
音が小さく、モジュール設計のため、メンテナンスもしやすく、省エネの効率性が高い（イン







同社は 2007 年から技術者に対し、製品特許申請の現金奨励制度を設けており、すでに 20 件の
－ 23 － 




































































































































































－ 28 － 
イテク産業発展第 11 次 5 カ年計画』は、コア技術の開発やハイテク大企業と自社ブランドの
育成などに注力することを明示しており、イノベーション型クラスターの形成を目指している。 











面積は従来の 0.8 ㎢から 3.45 ㎢までに拡大した。管理システムについては、中関村科技園から
業務上の指導を受け、区政府から行政面の指導を受けることになる。 
石景山区は北京市の重工業集積地域であり、第 2 次産業と第 3 次産業の割合は 70%：30%、
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中国政府は、第 11 次 5 カ年計画（2006～2010 年）で、「輸出・投資主導型成長から消費主
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【注】 
1 中国の輸出額は 2009 年 5 月に前年同月比 26.4%減と、7 ヵ月連続のマイナス成長となった。1～5 月の
工業製品の輸入総額は前年同月比 21.9%減と、落ち込みが続いている。一方、労働集約型産業の輸出額や
輸入額全体が上昇しており、内需拡大政策の効果はみられている（中国海関総署、2009 年 6 月 11 日）。 








6 中国大学サイエンスパークの歴史についての記述は中国大学科技園協会 HP による。 
 （http://www.cuspa.org.cn/cuspa2005/column/index/index.xml） 





9 中国科技部、教育部『国家大学科技園第 10 次 5 カ年計画発展規画網要』（2001 年 6 月 6 日）。 
10 「関与対我国高新技術創業服務中心工作原則意見」（国家科学技術委員会、1994 年 11 月）。 
11 主な認定条件としては、電子情報、バイオなどの 11 分野に属し、ハイテク技術製品の研究開発者が全体
の 10%以上、企業の年間 R&D/売上高比率が 5%以上、ハイテク技術とハイテク製品の合計売上高は全体の
60%以上、などが挙げられる（国科発火字［2000］324 号「国家高新技術開発区高新企業の認定弁法」）。 
12 中国科技部、教育部『国家大学科技園認定和管理方法』（2006 年 11 月 24 日）。インキュベータの入居
条件としては企業の設立年限が 3 年以下、資本金 500 万元以下、前年度の売上高 200 万元以下、自社製品
の開発に堪能する責任者の存在などの点が挙げられる。（中国科技部、教育部『国家大学科技園認定和管理
方法』、2006 年 11 月 24 日）。 
13 『2006 年国家大学科技園発展分析報告』による。 
14 2008 年末、中国教育部が直轄する 74 大学のうち、60 の大学は資産管理公司を設立し、校弁企業数は
650 社に減少し、2005 年の半分となった（教育部副部長陳希氏の発表、2009 年 1 月 31 日）。 
15 中関村科技園区統計データによる。 
16 中関村科技園 HP による。 
17 同園区の資料によると「張江にフォーカス」の実施後（2000～2003 年）、プロジェクト件数、企業投
資総額額、工業生産高、インフラ投資額は実施前（1992～1999 年）と比べて、それぞれ実施前の 9.6 倍、
8.8 倍、5.9 倍、12.9 倍となった。 





限責任公司、清華紫光の 4 社が共同出資で設立した株式会社でその前身は 1994 年に設立した清華科技園
発展中心である。業務内容は清華科技園の清華科技園の運営主体として、土地開発、テナント管理とサー
ビスなどをコア事業に据え、不動産投資やベンチャー企業投資などの副業も手掛けている。 
22 清華大学には清華大学核能、微電子、高速ネットワークなどの 3 つの総合型研究基地、4 つの国家工程
研究センター、15 の国家レベルの実験室があり、2,420 名の教授・助教授を擁している。こうした研究資
源によって、創出した研究成果とシーズを入居企業に優先的に供給している。 
23 中国高新技術産業導報（2007 年 4 月 12 日付け）。 




26 同基金会が 2008 年末までに受理した大学生の起業申請 1,231 件のうち、審査を通った 331 件に助成金
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が支給され、256 社が設立した。こうしたベンチャー企業は「発明特許」176 件を申請し、1,776 人の雇用
を創出している（新民晩報、2009 年 1 月 20 日付け）。 
27 上海市では大学生が卒業後 2 年以内にベンチャー企業を設立する際に、最低資本金の規制や各種手続き
費用を免除する方針を打ち出し、創業者には数万元の資金を援助する制度を実施している。 
28 成果としては、特許申請 27 件、ソフトウエア著作権登録 5 件、技術の実用化 3 件、雇用 276 人など 
が挙げられる。 
29 エマソン（米）が安聖電気（2001 年）、日立製作所が東方凱奇（2003 年）、Danfoss（デンマーク）が
浙江海利インバータ（2005 年）、ボッシュ（独）が康沃インバータ（2006 年）を買収した。 
30 電子署名とは、電子データが本人によって作成されたことを証明するための電子的な記録・署名のこと
であり、暗号化によって電子データを守る仕組みである。 
31 「ID- SSO」とは、従来別々の ID とパスワードで管理されていたサービスを統一した ID とパスワード
を一度入力するだけで横断的に使用できる機能のことである。「Portal」は多数のソースからなる膨大な情
報を単一の画面に統合することを目的としている。 
32 人件費（月給）については、大学卒業から 3 年前後の人員が約 3,000 元、新卒の研究開発人員の月給が
約 5,000 元、経験者が 10,000 元以上となっているという。 
33 上海市は中小企業の育成や地域産業の振興を狙うために、2009 年 3 月に総額 2900 億円規模の政府系
ファンド「上海金融産業基金」の設立を発表した。同基金は中小企業の資金繰りを支援するとともに IT 技
術やバイオ関連などのベンチャー企業の開拓・育成を目指す（日経産業新聞、2009 年 3 月 6 日付け）。 
34 科技日報（2006 年 10 月 17 日付け）。 
35 中国科技部、教育部『国家大学科技園第 11 次 5 ヵ年計画発展規画網要』第 3 条による（2006 年 12 月 6
日）（http://www.chinatorch.gov.cn/zcwj/BrooderPolicy/200705/3330.html）。 
36 北京市は 13 の区と 5 つの県を管轄し、面積は 1.68 万㎢、人口は 1,581 万人となり、第 2 次産業と第 3


















「中国 政府系ファンド相次ぐ」日経産業新聞（2009 年 3 月 6 日付け） 
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（中国語文献） 
「2006 年国家大学科技園発展分析報告」中国科技部火炬高技術産業開発中心（2007 年 9 月） 
「2007 年国家高新技術産業開発区経済発展状況」中国科学技術部発展計画司（2008 年 7 月） 
『2006 中国高技術産業統計年鑑』中国統計出版社、2006 年 
『2008 中国高技術産業統計年鑑』中国統計出版社、2008 年 




張慧（2006），｢従技術創新到集群創新－我国高新技術産業的創新路径｣『上海経済研究』2006 年第 9 期 
曾剛（2009），「上海浦東新区産業昇級研究：路径和突破方向」『上海経済研究』2009 年第 4 期 
「科技部火炬中心建設一流高新区行動方案」科技日報（2006 年 10 月 17 日付け） 
「5月我国出口下降 26.4%、進口下降 25.2%」中国海関総署海関要聞（2009年 6月 11日付け） 
 
